
長期修繕計画と修繕積立金

令和元年９月８日

公益財団法人 マンション管理センター

マンションの快適な居住環境の確保と
資産価値の維持・向上のために
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世帯主の年齢

国土交通省 平成30年度マンション総合調査
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マンションへの永住意識

国土交通省 平成30年度マンション総合調査

％
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長期修繕計画の作成

国土交通省 平成30年度マンション総合調査

％
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国土交通省 平成30年度マンション総合調査

％

計画期間25年以上の長期修繕計画に基づき
修繕積立金の額を設定している割合
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１．計画修繕工事と長期修繕計画

計画修繕工事
長期修繕計画に基づいて計画的に実施する

修繕工事及び改修工事

大規模修繕工事
建物の全体又は複数の部位について行う

大規模な計画修繕工事

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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①将来見込まれる修繕工事及び改修工事の内容、おおよその時
期、概算の費用等を明確にする。

②計画修繕工事の実施のために積み立てる修繕積立金の額の根拠
を明確にする。

③修繕工事及び改修工事に関する長期計画について、あらかじめ
合意しておくことで、計画修繕工事の円滑な実施を図る。

２．長期修繕計画作成の基本的考え方
（１）長期修繕計画の作成の目的

（２）長期修繕計画の対象の範囲

管理規約に定めた組合管理部分である敷地、建物の共用部分及び
附属施設（共用部分の修繕工事又は改修工事に伴って修繕工事が必要となる

専有部分を含む。）を対象とする。

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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①推定修繕工事は、「修繕工事」を 基本とする。

②区分所有者の要望など必要に応じて、建物及び
設備の性能を向上させる「改修工事」を設定する。

③計画期間において、法定点検等の点検及び経常的な補修
工事を適切に実施する。

④計画修繕工事の実施の要否、内容等は、事前に
調査・診断を行い、その結果に基づいて判断する。

（３）長期修繕計画の作成の前提条件

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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補
修

（出典：「改修によるマンションの再生手法に関するマニュアル」／ 国土交通省）

【参考】 補修・修繕・改良工事の概念図

補修：現状レベルを
実用上支障のない
レベルまで回復させる

修繕：現状レベルを
新築当初の
レベルまで回復させる

改良：現状レベルを
初期性能を超える
レベルまで引き上げる

改修（修繕+改良）：
現時点で
望まれるレベル
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① マンションの建物・設備の概要等

② 調査・診断の概要

③ 長期修繕計画の作成・修繕積立金の額の設定の考え方

④ 長期修繕計画の内容

⑤ 修繕積立金の額の設定

（１）長期修繕計画の構成

３．長期修繕計画の作成の方法

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



① マンションの建物・設備の概要等

建物・設備の概要、維持管理の状況、会計状況、設計図書

の保管状況等を示す。 【様式第1号】

13

② 調査・診断の概要

建物及び設備の劣化状況、区分所有者の要望等に関する

調査・診断の結果の要点を示す。 【様式第2号】

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



③ 長期修繕計画の作成・修繕積立金の額の設定の考え方

長期修繕計画の作成の目的、計画の前提等、計画期間の設

定、推定修繕工事項目の設定、修繕周期の設定、推定修繕工

事費の算定、収支計画の検討、計画の見直し及び修繕積立金

の額の設定に関する考え方を示す。 【様式第3-1号】
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④ 長期修繕計画の内容

新築マンションの場合は30年以上とし、既存マンションの場
合は25年以上とする。

ア 計画期間の設定

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



保管されている設計図書、修繕等の履歴、現状の調査・

診断の結果等に基づいて設定する。 【様式第3-2号】

15

マンションの仕様、立地条件、建物及び設備の劣化状況等の

調査・診断の結果等に基づいて設定する。

イ 推定修繕工事項目の設定

ウ 修繕周期の設定

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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【様式第3-2号】 工事項目、修繕周期の設定（記載例）

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドラインコメント】



一 数量計算の方法 【様式第4-4号】

保管している設計図書、数量計算書、修繕等の履歴、現状の調

査・診断の結果等を参考とし、「建築数量積算基準」等に準拠して

算出する。
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二 単価の設定の考え方

過去の計画修繕工事の契約実績、その調査データ、刊行物の単

価、専門工事業者の見積価格等を参考として設定する。

エ 推定修繕工事費の算定

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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【様式第4-4号】 推定修繕工事費内訳書（記載例）

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドラインコメント】



三 算定の方法

推定修繕工事費は、推定修繕工事項目の詳細な項目ごと

に、算出した数量に設定 した単価を乗じて算定する。

【様式第4-3号】 年度別集計表

【様式第4-1号】 長期修繕計画総括表

【様式第4-2号】 収支計画グラフ

19
【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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【様式第4-3号】 長期修繕計画表（年度別集計）（記載例）

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドラインコメント】
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【様式第4-1号】 長期修繕計画総括表（記載例）

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドラインコメント】



22

推定修繕工事費の累計
額

【様式第4-2号】 収支計画グラフ（記載例）

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドラインコメント】



（１）修繕積立金の積立方法

計画期間に積み立てる修繕積立金の額を均等にする

「均等積立方式」を基本とする。

均等積立方式による場合でも５年程度ごとの計画の見直しに

より、計画期間の推定修繕工事費の累計額の増加に伴って

必要とする修繕積立金の額が増加するので留意が必要。

23

４．修繕積立金の額の設定方法

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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新築時

5年後

10年後



（２）収入の考え方

修繕積立金のほか、専用庭等の専用使用料及び駐車場等

の使用料から、それらの管理に要する費用に充当した残金を

修繕積立金会計に繰り入れる。

修繕積立基金又は一時金を負担する場合は、これらを

修繕積立金会計に繰り入れる。

25【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



（３）修繕積立金の額の設定方法

推定修繕工事費の累計額を計画期間で除し、

各住戸の負担割合を乗じて、月当たり戸当たりの修繕積立金

の額を算定する。 【様式第5号】

大規模修繕工事の予定年度において修繕積立金の累計額

が推定修繕工事費の累計額を一時的に下回るときは、

その年度に一時金の負担、借入れ等の対応をとることが必要。

26【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】
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【様式第5号】 修繕積立金の額の設定

【国土交通省 長期修繕計画標準様式】



（参考）マンションの修繕積立金に関するガイドライン（平成23年公表）

○主として新築マンションの購入予定者向け

○修繕積立金の基本的知識、額の目安を示し、修繕積立金に関する理解を深め、

分譲時点の修繕積立金の額の水準等を判断する際の参考材料として活用

28

（１）修繕積立金ガイドライン作成の目的

【国土交通省 マンションの修繕積立金に関するガイドライン】

（算出式） Ｙ ＝ Ａ Ｘ （＋Ｂ）

Ｙ：購入予定のマンションの修繕積立金の額の目安（戸当たり月額）

Ａ：専有床面積当たりの修繕積立金の額（次ページの表）

Ｘ：購入予定のマンションの専有床面積（㎡）

（ Ｂ：機械式駐車場がある場合の加算額 ）

（２）修繕積立金の額の目安（戸当たり月額）



専有床面積当たりの修繕積立金の額（Ａ）

29

階 数 / 建 築 延 床 面 積 平 均 値
事例の3分の2が

包含される幅

【15階未満】

5,000㎡未満 218円／㎡・月 165円～250円／㎡・月

5,000～10,000㎡ 202円／㎡・月 140円～265円／㎡・月

10,000㎡以上 178円／㎡・月 135円～220円／㎡・月

【20階以上】 206円／㎡・月 170円～245円／㎡・月

（２）修繕積立金の額の目安

【国土交通省 マンションの修繕積立金に関するガイドライン】

※長期修繕計画作成ガイドラインに概ね沿って作成された長期修繕計画の事例（84事例）を収集・分析して算出



機械式駐車場がある場合の加算額（Ｂ） ※

Ｂ ＝ 機械式駐車場の１台あたりの修繕工事

（下表）× 台数 × 購入を予定する住戸の負担割合
（住戸の負担割合は、専有部分の床面積の割合としている場合が多い。）

機械式駐車場の1台あたりの修繕工事費

30

機械式駐車場の機種
機械式駐車場の修繕工事費

（１台当たり月額）

２段(ピット１段)昇降式 7,085円/台・月

３段(ピット２段)昇降式 6,040円/台・月

３段(ピット１段)昇降横行式 8,540円/台・月

４段(ピット２段)昇降横行式 14,165円/台・月

※駐車場の維持管理・
修繕工事費や駐車場使
用料について、管理費
や修繕積立金と区分し
て経理している場合な
ど、機械式駐車場の修
繕工事費を駐車場使用
料収入で賄うこととす
る場合には、「機械式
駐車場がある場合の加
算額B）」を加算する
必要はありません。

（２）修繕積立金の額の目安

【国土交通省 マンションの修繕積立金に関するガイドライン】



○均等積立方式
長期修繕計画で計画された修繕工事費の累計額を、計画期間中、均等に積立てる方式。

将来にわたって安定的な修繕積立金の積立てを確保する観点から望ましい方式

○段階増額積立方式
当初の積立額を抑え、段階的に積立額を値上げする方式

○その他
・購入時にまとまった額の基金（「修繕積立基金」と呼ばれます。）を徴収する積立方式

・修繕時に一時金を徴収する又は金融機関から借り入れることを前提とした積立方式

段階増額積立方式や修繕時に一時金を徴収する方式など、将来の負担増を前提とする積立方式は、
増額しようとする際に区分所有者間の合意形成ができず修繕積立金が不足する事例も生じているこ
とに留意が必要。

31【国土交通省 マンションの修繕積立金に関するガイドライン】



（参考） 修繕積立金を1２年後、24年後に引き上げた場合のシミュレーション

32

均等積立方式で
１戸あたり15,000円と仮定

～均等積立方式で毎月戸当たり15,000円必要な修繕積立金を後から引上げた場合の例～

シミュレーション2

当初5,000円の修積金を
24年後に引上げた場合

シミュレーション１
当初5,000円の修積金を
12年後に引上げた場合

（築年数）

段階増額積立方式で
5年毎に引き上げる場合

（円）

55,000

25,000

20,000

15,000

305 10 15 20 250



10,000

5,000





（１）長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順

33

① 発意（理事会等）

② 理事会、専門委員会等における検討

③ 総会決議（見直しの実施、専門家の決定）

④ 専門家との業務委託契約

⑤ 調査・診断の実施（資料、現地、アンケート）

⑥ 長期修繕計画・修繕積立金の額の見直し

⑦ 区分所有者への事前説明会の開催

⑧ 総会決議（見直しの内容）

⑨ 長期修繕計画（総会議事録）の配付、保管

５．長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定の手順

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



（２）検討体制の整備

長期修繕計画の見直しに当たっては、

必要に応じて専門委員会を設置する、

適切なアドバイスをしてくれる専門家を選ぶことが必要。

34

専門家に長期修繕計画の見直しを依頼する際は、

標準様式を参考として長期修繕計画作成業務発注仕様書を

作成し、依頼する業務の内容を明確に示すことが必要。

（３）長期修繕計画の作成業務の依頼

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



（４）調査・診断の実施

長期修繕計画の見直しに当たっては、

専門家による設計図書、修繕等の履歴等の資料調査、

現地調査、区分所有者に対するアンケート調査等の

調査・診断を行って、建物及び設備の劣化状況、区分所有者

の要望等の現状を把握し、

これらに基づいて作成することが必要。

35【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



（５）マンションのビジョンの検討

計画期間においてどのような生活環境を望むのか、

そのために必要とする建物及び設備の性能・機能等

について十分に検討することが必要。

必要に応じて、建物及び設備の耐震性、断熱性等の

性能向上を図る改修工事の実施について検討を行う。

36【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



（６）長期修繕計画の周知

長期修繕計画の作成及び修繕積立金の額の設定に当たっ

て、総会の開催に先立ち説明会等を開催し、

その内容を区分所有者に説明するとともに、

決議後、総会議事録と併せて長期修繕計画を区分所有者に

配付するなど、十分な周知を行うことが必要。

37【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】



長期修繕計画を管理規約等と併せて、区分所有者等から

求めがあれば閲覧できるように保管する。

38

長期修繕計画等の管理運営状況の情報を開示することが

望まれる。

【国土交通省 長期修繕計画作成ガイドライン】

（７）長期修繕計画の保管、閲覧

（８）長期修繕計画等の開示



（参考） 大規模修繕工事のすすめ方の
ポイント



マンションの建物･設備の維持管理（概念図）

40

点 検
長期修繕計画
（修繕積立金）

調査･診断

計画修繕工事
（大規模修繕工事）

経常修繕工事

長期修繕計画
（修繕積立金）
の見直し

YES（重度）

YES

（軽度）

YES

NO

工事実施後

長期修繕計画に基づく
定期的な調査･診断

＜一般管理費＞ ＜修繕積立金＞



（１）大規模修繕工事の基本的な進め方の例
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（２）専門家の選定

設計監理方式
設計事務所等の設計コンサルタントを選び、設計全般と工事監理*

を委託する方式。
設計と施工が分離している。

責任施工方式
信頼のおける施工会社を選定し、設計から工事までを請け負わせ

る方式。
設計と施工が一体なので、専門的な第三者チェックがない。

42

*工事監理：設計図書どおりに工事が
実施されているかの確認



① 委託する業務の明確化

② 複数の候補者の選定

・建築士や建築士事務所等の団体から紹介 ・ホームページの情報等

・近隣のマンション管理組合からの情報 ・専門紙の広告等を使って公募

③ 面談による最終選定

・実績、資格者の有無、財務状況、見積金額等を提出依頼

・過去の実績・経験や得意分野、業務にあたっての提案等をヒアリング

（熱意や誠実さ、コミュニケーション能力等を感じ取ることも重要）

・面談結果等を参考に、総合的な判断で委託先を最終選定

④ 選定にあたっての留意事項

・見積金額だけで決めることは注意が必要（人件費のウエイトが大きい）

・「管理組合の立場に立つ協力者としてふさわしいか」の観点が重要 43

（３）設計コンサルタント選定方法の例



（参考）「設計コンサルタントを活用したマンション大規模修繕工事の
発注等の相談窓口の周知について（通知）」

（平成29年１月 27 日 国土交通省住宅局市街地建築課長、土地・建設産業局建設市場整備課長 ）

マンション管理関係団体宛に

管理組合・区分所有者の皆様に向けての周知要請

＜周知内容＞

①現状の課題 略

②課題解決に向けた取組の実現 略

③相談窓口の活用
＜国土交通省ホームページ参照 http://www.mlit.go.jp/common/001170196.pdf＞

44

http://www.mlit.go.jp/common/001170196.pdf


③ 相談窓口の活用

マンションの大規模修繕工事等に関する、管理組合や区分所有者の皆様のご疑問やご相談
については、下記の相談窓口において、設計コンサルタントを活用した設計監理方式を採用す
る際の留意点や参考となる取組事例の紹介等を行うこととしています。

＜相談窓口＞

○（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター

（電話番号）住まいるダイヤル…０５７０（０１６）１００

※施工費用については「見積チェックサービス」（無料）も行っています。

○（公財）マンション管理センター

（電話番号）建物・設備の維持管理のご相談…０３（３２２２）１５１９

45



（４）修繕基本計画と修繕設計

調査・診断 → 修繕基本計画

46

修繕委員会等での検討
・範囲 ・内容 ・工期

・資金計画（修積金引上げ、借入）

・施工会社の選定方針

（設計コンサル等からの提案）

修繕基本計画
・必要性

・範囲

・内容

・工事期間

・概算工事費

修
繕
設
計

・修繕積立金の残高

＜具体化＞

・管理組合の要望 （バリアフリー化等）



（５）資金計画

見積工事額 ＜ 修繕積立金の残高 ＯＫですが、

見積工事額 ＞ 修繕積立金の残高

・修繕積立金の引き上げ

・一時金の徴収

・金融機関からの借入（住宅金融支援機構など）

47

資金の将来需要を
必ず確認すること

・次回、次々回の大規模修繕工事費用
・長期修繕計画の計画期間外に
発生する修繕費用
・計画にない改良工事



（６）施工会社の選定方法

主な選定方法

•総合評価方式（見積合わせ方式）

施工会社数社から総合的に判断して1社に選定する方式

＊工事費用を比較するには、施工者に提示できる修繕設計が必要

•特命随意契約方式

信頼のおける施工会社1社と特命随意契約を行う方式

48



②工事費見積参加会社を選定後、工事費見積を募るに
あたり現場説明会を開催

•現場説明会：同一条件で実施

見積条件書、要領書、設計図書、仕様書を配布

工事内容、工事数量、工法・材料、工期など明示

•質疑応答：工事見積に必要な事項の説明・確認など、

工事費に関するトラブル防止

（質疑応答書は、見積内訳書とともに工事請負契約書に添付）
49

（７）総合評価方式による施工会社の選定の例（２－１）

①見積参加施工会社の選定



③見積書の提出

④専門委員会による面談
・大規模修繕工事専門委員会は候補者ごとに面談し、見積書の内訳、

施工計画、施工管理体制、現場代理人予定者の経験などの説明を受
ける。（面談には現場代理人予定者の同席が望まれる。）

・納得いくまで質問し、意思疎通や熱意などを確認する。

⑤以下を総合的に判断して選定
• 施工会社の技術力 現場代理人（予定者）の能力 施工会社の財務能力

• アフターサービス、工事保証

50

（７）総合評価方式による施工会社の選定の例（２－２）



（８）工事請負契約の締結

•工事請負契約書

•工事請負契約約款（やっかん）

・契約当事者間の具体的な権利義務の内容を詳細に定めたもの

・当事者間の契約条件が対等で公正になるよう、民間（旧四会）

連合協定マンション修繕工事請負契約約款などが定められてい
る。

・工事費内訳書

•設計図書

•工事工程表

•保証承諾書

•質疑応答書など
51

以下の書類をセットにして、書面で契約することが望ましい。



（参考）建設工事における適正な工期設定等のためのガイドライン
（建設業の働き方改革に関する関係省庁連絡会議 平成 29 年 8 月）（抄）

１．ガイドラインの趣旨等

建設工事において働き方改革に向けた生産性向上や適正な工期設定等が行われることを

目的として策定され、民間発注団体に対しても理解と協力を求める。

２．時間外労働の上限規制の適用に向けた基本的な考え方

(略）～民間工事においては、発注者は適切な工期での請負契約を締結することが求められ
る。

３．時間外労働の上限規制の適用に向けた取組
（１）適正な工期設定等

建設工事従事者の週休２日の確保等の条件を適切に考慮する。

（２）社会保険の法定福利費や安全衛生経費の確保

法定福利費等を見積書や請負代金内訳書に明示する。

（３）～（５） ＜略＞ 52



（９）工事監理（２－１）

設計図書どおりに工事が実施されているかの確認・検査

•監理能力を備えた専門家に委託

•監理業務委託契約の締結：監理業務の内容、期間、報酬額

53

①工事監理の目的

②工事監理業務の内容

工事着工前

• 施工実施計画の確認

工事工程計画、仮設計画、工事施工計画

• （居住者に対する説明・広報）



工事実施中

•工事施工内容の検査・確認

•中間検査

•（中間工事代金請求書審査）

工事完了時

・竣工検査

・（最終工事代金の審査）

・工事完了に伴う監理報告

・施工者が作成した竣工図書のチェックを含む。

54

（９）工事監理（２－２）

（参考）検査のフロー

自主検査（専門工事会社）

⇩   

社内検査（請負者）

⇩  

監理者検査（監理者）

⇩    

発注者検査（発注者）



（１０）竣工後の竣工図書作成

・大規模修繕工事が具体的にどのように行われたのかを
確認する資料

・将来発生する故障箇所が今回工事の瑕疵であるのか、
工事以降に新たに出現した故障箇所であるのかを確認す
るための裏づけ資料

・竣工図書には、精算数量表が付けられるのが望ましい
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（参考）竣工後の留意点

• 長期修繕計画の見直し（大規模修繕工事後に見直す場合）

実際の工事成果を踏まえて、大規模修繕工事完了時を
起点とした長期修繕計画の見直し

必要に応じ、性能向上工事も検討

• アフターサービス・工事保証

竣工後に保証書が交付され、各条項の保証部位、保証
事項、保証期間などの確認
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